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◆NEXCO東日本の工事管理とは

発注者の
工事管理

リ ス ク
マネジメント

(Risk)

・安全性の確保・向上
・発注者責任

ト
レ
ー
ド
オ
フ
の
関
係
に
あ
る
要
素
を

統
括
的
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

コ ス ト
マネジメント

(Cost)

・適正な価格
・経済合理性の確保

：工事管理要素

工 程
マネジメント

(Delivery)

・工程の厳守
・全体工程計画の整合

品 質
マネジメント

(Quality)
・品質の確保・向上
・品質管理の効率化

調 達
マネジメント

(Procurement)

〔品質確保に資する入札契約制度〕

環 境
マネジメント

(Environment) ・環境保全
・影響評価
⇒ 重要性増加

１．当社の⼯事管理と施⼯管理員の役割

◆契約体制と監督体制の概念図
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◆監督と工事管理
建設工事は、「単品受注生産」であり、個別の現場毎に仕様が異なる。
そのため、様々な変更要因が潜んでいる場合が多く、臨機な対応が求められる。

自然条件等の把握等に
起因するもの

地元や関係機関等との
調整に起因するもの

工事契約の態勢に
起因するもの

《変更要因》

工事目的物の
形状・寸法や
仕様の変更

新たな
工事目的物の

追加

工事目的物の
数量の増減

施工方法等
(時間・場所等)

の変更

着手時期等の
変更

設計図書の訂正又は変更等の手続

工期又は請負代金額の変更（受発注者協議）

契約変更

《変更方法（内容）の検討》

１．当社の⼯事管理と施⼯管理員の役割

◆高速道路会社の監督体制

施工管理業務は、請負契約書・各種要領・技術基準に則り、現場における品質管理、出

来形管理等の業務を、管理技術者のもと自主的に業務実施するもの。

補助監督員
〔NEXCO社員〕

契約者

〔支社長〕

施工管理業務契約書に基づき、複数工事の管理
を実施

契約書の条項に基づき、
工事管理に関する権限を委譲

監督員

〔事務所長〕

副監督員

〔課長・工事長〕

〔副所長〕

主任補助
監 督 員

監督員からの指示は管理技術者へ
（管理員会社への指示）
第三者から別の会社と認識できることが必要

補助監督員

〔施工管理員〕

補助監督員

〔施工管理員〕

補助監督員
〔施工管理員〕

施工管理業務契約

（管理技術者）
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◆施工管理業務の主な内容

段階 内容

調査・設計 調査・設計の補助

工事発注 図面・数量のとりまとめ

積算補助

工事管理 工法変更簿・新単価作成補助

安全管理

施工状況の確認及び検査・立会

数量の検測

品質管理

※ 詳細は、施工管理業務共通仕様書で規定

１．当社の⼯事管理と施⼯管理員の役割

１．当社の⼯事管理と施⼯管理員の役割
◆施工管理業務の実施状況（イメージ）

図面・数量の取りまとめ

積算補助

入札・契約

関係機関等との打合せ、立会い

施工状況の確認等

施工管理試験

工法変更、設計変更

しゅん功検査

出来形部分検査

工
事
発
注
段
階

工
事
監
督
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工
管
理
段
階
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２．コンプライアンスの遵守及び機密の保持

２．コンプライアンスの遵守及び機密の保持
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２．コンプライアンスの遵守及び機密の保持

◆コンプライアンス保持の教育

受注者は、管理員の参加によりコンプライアンスの保持に関する研修・ 教育を年１回
以上実施するものとする。

コンプライアンスの遵守に関する研修・教育等の具体的な計画を作成し、監督員が求
めた場合には提出するものとする。

＜コンプライアンス保持の教育及び報告＞

２．コンプライアンスの遵守及び機密の保持
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＜ネットワーク等へのアクセス権限とパソコンの動作記録＞

ネットワーク等のアクセス権限

•施工管理業務におけるNEXCO内部のネットワークのアクセス権限は、各
社の規定による。

パソコンの動作記録

•貸与パソコンの動作記録が保存されている。

施工管理業務の独立性の確保

•施工管理業務は「準委任契約」として履行する場合、労務管理上の独立
性と事業経営上の独立性が必要である。

＜業務の独立性と労務管理＞

２．コンプライアンスの遵守及び機密の保持

請負とは、労働の結果としての仕事の完
成を目的とするもの（民法第６３２条）

【参考】「請負契約（準委任契約）」と「派遣契約」

労働者
（施工管理員）

請負契約

（準委任契約）

賃金
指揮・命令

雇用関係

施工管理会社
（○○コンサル）

注文主
（E-NEXCO）

労務の提供

派遣契約

賃金雇用関係

労務の提供
指揮・命令

派遣会社 派遣先企業

派遣労働者

労働者派遣事業とは、派遣元事業主
が自己の雇用する労働者を、派遣先
の指揮命令を受けて、この派遣先の
ために労働に従事させることを業とし
て行うこと

請負契約

準委任とは、法律行為以外の事務の委託
（民法第656条）をするもの。

派遣契約

※労働者派遣との違いは、請負及び準委任
には、注文主と労働者との間に指揮命令関
係を生じない、という点にある

準委任契約

＜請負契約（準委任契約）の概念図＞ ＜派遣契約の概念図＞

２．コンプライアンスの遵守及び機密の保持
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要 件 具体的内容

労
務
管
理
上
の
独
立
性

労務管理上
の独立性

労働者に対する業務の遂行方法に関する指示その他の管理を自ら行うこと。

労働者の業務の遂行に関する評価等に係る指示その他の管理を自ら行うこと。

労働時間
管理上の
独立性

労働者の始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇等に関する指示その
他の管理を自ら行うこと。

労働者の労働時間を延長する場合又は労働者を休日に労働させる場合にお
ける指示その他の管理を自ら行うこと

秩序の維持、
確保、人事管
理上の独立性

労働者の服務上の規律に関する事項についての指示その他の管理を自ら行
うこと。

労働者の配置等の決定及び変更を自ら行うこと。

事
業
経
営
上
の
独
立
性

経理上の独立
性

業務の処理に要する資金につき、すべて自らの責任の下に調達し、かつ、支
弁すること。

法律上の独立
性

業務の処理について、民法、商法その他の法律に規定された事業主してのす
べての責任を負うこと。

業務上の独立
性

自己の責任と負担で準備し、調達する機械、設備若しくは器材又は材料若しく
は資材により、業務を処理すること。

自ら行う企画又は自己の有する専門的な技術若しくは経験に基づいて、業務
を処理すること。

【参考】「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準」
（Ｓ61、Ｈ24最終改正 厚生労働省告示） ※準委任契約の場合も適用

２．コンプライアンスの遵守及び機密の保持

3．これからの⼯事管理のありかた（建設業における働き⽅改⾰）

◆２０１７年３月２８日 「働き方改革実現会議」

従来では時間外労働規制の適用除外となっていた建設業についても、改正労働基準法施
行の５年後に、罰則付き上限規制の一般則を適用する「働き方改革実行計画」が策定され
た。
「働き方改革実行計画」においては、下記の取組みが建設業における今後の取組みとして
示された

① 適正な工期設定、適切な賃金水準の確保、週休２日の推進等に向け、発注者を含めた関
係者で構成する 協議会を設置

② 制度的な対応を含め、時間外労働規制の適用に向けた必要な環境整備を進め、あわせ
て業界等の取組みを支援

③ 技術者・技能労働者の確保・育成やその活用を図るための、制度的な対応を含めた取組
み

④ 施工時期の平準化、全面的なＩＣＴの活用、書類の簡素化、中小建設企業への支援等に
よる生産性の向上

◆ 労働基準法の改正に向けた予定
2017年度（H29） ： 改正法案の策定
2018年度（H30） ： 改正法案の国会等審議（H30.6.29可決・成立）、改正法の交付（平成30年7月6日）

2019年度（H31） ： 改正法の施行
2019年度（H31）～2023年度（H35） ： 建設業の猶予期間
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